


別紙6

〒72411161

同公公理長殿
同公公開部長殿

大川原化「機株式会計

及び外国貿易性達は被疑事件について、台和2年3月330111輪、弊社役員投

雑業験を参考人とも取り調に関し、210影響により日程調整が進
まず、今後の連しか立たない洗続とないております。

弊れにしましても、各役員及び徒業員い、業務調紫等の支障もございますので、

弊社役員及び従業員に対する参考人取り調べの必要があるいでしたら、でき

る限り早期に、弊？管理割 先に、は程調のご連絡を頂戴できますようお

願いしあげます。



1 本件において、被疑者が代表取締役を務める大川原化工機株式会社の従業

ここにおいて、上記会社従業員である

意に反し、上記の自宅に直接電話をかけたものである。
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抗議文

令和2年3月23日
東京地方検察庁検事正殿
同次席検事殿
同公安部長殿
同公安副部長殿
同検事塚部貴子殿

被疑者
弁護人
弁護人
弁護人

相嶋 靜

鄭

河 村

小林貴

夫

志

上記載疑者に対する外国為替及び外国貿場法反被疑事件について、下誕口番
のとおり抗議する。

記
員らに対し，東京地方検察庁検事による参考人取調べのための出頭要請が

行われているが、令和2年3月18日、同社従業員こ対し，同検察庁
のムラサワ検事から出頭を求める電話があった。

は、あらかじめ同検察庁の

トヨダ事務官との間で「参考人の出頭を求める場合は、上記■■を通して連

絡する」旨の合意を結んでいたにもかかわらず、上記ムラサワ検事はこの合



なお、上記の合意は、多数の参考人が出頭要請を受けているため、その連

絡を一元化するために結んだものであり、なんら捜査を妨害するためのも

応じた参考人が存在している。

2 参考人は、本来は捜査に協力する法的義務がないにもかかわらず、任意

はあくまで参考人にすぎないのだから、捜査に協力するに当たっては、同人

のプライバシーが十分に尊重されるべきであって、検事が上記

無神経な出頭要請の電話をかけることは言語道断である。このような行

が行われていては、上記はもちろん、上記会社の従業員ら参考人がプライ

バシーを尊重されない無念を抱くのは当然であり、捜査に協力することに

不快感や抵抗感を抱くのもやむを得ない。

このような事情もあって、上記

2

のではないのはいうまでもない。現に，東京地方検察庁に出頭して取調べに

に協力する立場である上、上記ら参考人は、上記会社の業務に従事しなけ

ればならないばかりか、私人としての日常生活も営んでいる。また、上記■

の自宅に

まして、本件は1年以上にもわたる任意捜査が行われ、上記会社の従業員

らは響察による多数回にわたる参考人取調べに応じてきたものであり、こ

れまで十二分に捜査に協力してきた。

が上記ムラサワ検事に上記。の自宅

への電話につき苦情を申し出たところ、上記ムラサワ検事は上記／こ「出
頭についての合意を結んだのは自分ではなく事務官である」旨回答した。

たとえ直接に合意を結んだ者が事務官であろうとも、検事はその合意に

ついて把握すべきなのは当然の職責であるところ、こともあろうに上記ム

ラサワ検事はこの合意をないがしろにしたばかりか、その責任を事務官に

転嫁したものであり、このような執務姿勢は上記会社の従業員らの捜査へ

の協力の前提となる最低限度の頼関係を破壊するものである。
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3よって、弁護人は東京地方検察庁による本件捜査における参考人取調べの

ための出頭要請の手法につき抗議する。

以上
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大川原化工機株式会社

今後、弊社社員に2名の外為決意による遠に関し、誤解を濯！おそれのある内容のす
澄な難されましたので、法令の時間は取る本件に関京る弊社の話識につき下記の通りお
知らせいたします：救機関の皆様におかれましては、正しく軽いただきますよう側理さ※申し上げます。

=
1外為法上、すべての長務を機器について前に許可が必要とされるものではなく、法令の
定きる要件に該当するものに張り許可が必要ときれていること、

① 法会の枠組み

外国為替及び外国資法」（外為法）は、技が国の全体験と国際的な事取も安全の
特の記点から、兵軽の開発・製造等に関選をを食機材等の時について必業議小袋の営理
しており、定の貨物・技術の朝由につき、資産業大豆の静間を要するものとしています。
具体的な規制対象は、「輸出管理会」の別表1で品目が定かられ、「韓出貿易管理令別

芸第一及び外国為替令別表の摂定に基づき貨物又は技術を定める省令」において具体的な
機能や性能等の仕様が選定されていまち、

2賞類乾燥器（スプレードライヤー）

贅報を撮器は、以前は規制品気に掲げられていませんでしたき、2013年10月15日施行
の政省令に改正により、現領対象に加えてれました。

これは、三要な原田省海レシームにあるキーストラリア・ジループ（AG）の合意に

落づく改正で、一般産業用の機器が兵器（化学に、生物兵器の製造にく
15mm Dualuseを粉に目的で、生物兵器等の保存に用いられるおそれのうるちこと
して、発前から提制されていた復注乾器に追加して、親朝の対象とされたらいです。
シっとも、すべての器が規制の対象とされているわけではありません。外供に

よる輸出規制に、我が国の安全保達と国際的な平和及び会金の経持の観点から必要小腹
の客類を自施するさのだからです、

具体的にえ、皆事にないこ、その1・3・ハの全てに該当するらかのみを親制対象に定めています。

1水分蒸発量が一時間あたり0.1キログラム以上400 キログラムリ下のもの



製造することが可能なもの

folloving characteristics：

日 当均着子210 マイクロメートル以下の製品を製造することが可能なもの又は時
本県の最小の部分品の変更で平均は子径10マイクロメートルリアの製話を

か定ました大して内部の波又は殺ををすることができるその

Sorey-drying ecuipmert capable of crying toins orpathogenic microorgarisms hating all oithe

eavatereaporatiotcpatty or s 04kg/hand =400 ¾8/7；

B the sbilty to generate etypical mean prcduet sartice size 0i 5 10 micrometers sith
Existing fittings or by minirel moditication cf the spay-dryer sith aibininetion repales
enabBereation of the reguired particie sire； and

© canable of heine sterilled or disintected in situ.

2定離した状態で内部の減文は殺をすることができるもの」の葉にについて

1 この装の存在意義

これ長msitu！で行われた必いあります。さってないと、製造自然さを残原開後を職人

こきを購ジをごた．「、定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの」

こなわち、頭に乾り器によって観にした画を取り出した後、接器をおすることかい感
難したままの大さ、製間内間に相として意をしたをたまに見えないし頭扱すること
くそくシのさえければ、雑器を読も返し横ることすてきて、そこまうたものスクラ

2．「減園」「殺後」の意義



シミなそことがさきる雑度では足りでさえこで置きる能力ないし上産を出すること
feelimiretiotl alliberithes iror te edupment TreitteutOethernieal6

comicelagents. ortheielitio amotemielmrcblifethity fat utunTent th Ciehis
es@sithemmicalegerts withesermrical afet）な…と8123

3 「定意した状態で」のを機

3 弊社製品-5について

RL-5は！定番した状態で内部の減産又は密をすることができるもの」これいす

21 03-1712-610018
# 13-6216-8118
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ら保釈の請求があったので、裁判官の命により：意見を求める。
なお、不相当とするときは、具体的な理由を添えられたい。

2,8,28

受理番号
刑事第1 3部係属

①令和2年特（わ）第858号令和2年3月31日公訴提起

②令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起

保 釈求意 見

公判部
令和2年8月27日
＜京地後

父安部被告人相嶋靜夫

東京地方検察庁
検察官殿

東京地方裁判所刑事第14部
裁判所書記官山岡沙央理

被告人に対する①外国為替及び外国貿易法違反，②外国為替及び外国貿易法違反被告事
件について、別添のとおり弁護人高田剛，同郷一声、同河村尚，同瀬川慶，同小林貴掛か

意 見
令和2年8月28日

東京地方裁判所刑事第1 4部御中

東京地方検察庁
検察官検事

上記保釈の請求は、

相
床相当
然るべく

理

別なんのとぶり。

内線

と思料する。

1つありあかにをスとれるべき

由

第14■



下の製品を製造することが可能なもの

をして経済産業大臣の許可を受けずに、中国及び韓国に輸出した事案である。

内容は知っていたが、本件輸出には関わっていない」などと弁解し、その後は

3被告人には、刑事訴訟法89条4号に該当する事由があること等
（1） 噴霧乾燥器については、平成25年の改正により新たに規制の対象となった

る要望を行うなどしていた事実が認められる。

別紙（被告人相嶋静夫）
1 本件事案の概要等
本件は、被告会社において、規制対象となる噴霧乾燥器の仕様について定める

輸出貿易管理令別表第1及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定め
る省令（以下「貨物等」という。）2条の2第2項うの2の

1水分蒸発量が1時間当たり 0.4キログラム以上400キログラム以下の
もの

口 平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を製造することが可能なもの
又は噴霧乾燥器の最小の部分品の変更で平均粒子径10マイクロメートル以

ハ 定置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができるもの

という3要件（以下「貨物等省令3要件」という）に該当する仕様の噴霧乾燥器
について、被告人が共犯者らと共謀の上、同要件に該当しない旨虚の税関申告

2被告人の供述状況及び本件の争点等
（1） 被告人は、貨物等省令3要件ハの該当性の認識につき、本起訴事件の警察官
の弁解録取時には、「経済産業省へ輸出許可申請すべきところ、無許可で中国

に輸出したことは間違いない。輸出規制対応は、大川原社長，島田と3人で話
し合ったが、最終的には社長の責任だ。－などと、優味ながら事実を認めつつ
も共犯者に責任転嫁する供述をしたが、検察官による弁解録取では、「規制の

黙秘に転じ、追起訴事件についても、黙秘を継続している。
（2） かかる被告人の捜査段階の供述状況及び弁護人の予定主張における主張等に
鑑みれば、本件の主要争点は、本件噴霧乾燥器の客観的性能と被告人らの認識
及び共課の成否等である。

ものであるところ、被告会社は、噴霧乾燥器のリーディングカンパニーとして，
同故iの過程で経済産業省による調査を受け、貨物等省令3要件について、自
社の噴霧乾燥器が規制の対象とならないように、規定文言や要件の緩和に関す
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関係者の供述等により立証することとなる。

（2） 被告人らが本件により処罰されることとなれば、被告会社の経営にも重大な

の取調べを行うための呼出しを行ったところ、被告会社の管理担当者は、個々

当せず、当該製品の輸出は外為法に違反するものではないと認識している。」
などのコメントを掲載した上、報道機関宛てに更に詳細なコメントを発表する

このような規制導入までの被告会社と経済産業省との折衝経緯等は、要件該
当性に対する被告人らの認識の有無・程度を裏付ける重要事実となり、これら

の経緯への被告人の関与、被告会社内での協議状況等については、電子メール
や会議録などの客観証拠のほか、経済産業省関係者及び共犯者を含む被告会社

しかるに、弁護人は、本件噴霧乾燥器の客観的性能に関する各種報告書や、
専門家、協力会社従業員，通関士の供述調書等をはじめ、経済産業省関係者及

び共犯者を含む被告会社関係者の供述調書等をことごとく不同意としている。

影響を及ぼす可能性があり、前記の被告人の供述態度等に照らせば、本件によ

る処罰を免れるため、共犯者や被告会社従業員ら関係者と口裏合わせをするな

どの罪証隠滅を図る危険性が高い。
現に、共犯者らも、被告人同様に黙秘している上、任意捜査の時点では、被
街会社の複数の技術者等が、貨物等省令3要件のハの該当性について認める供

述をしていたところ、本起訴事件に係る被告人の身柄拘東後、検察官が関係者

の従業員の呼出は同管理担当者を通して実施することを要求した上、一部の従
業員に関し、業務多忙を理由に被告人らの身柄拘束期間内の協力を拒否するな
ど、非協力的な態度を明確に示し、被告会社従業員らへの検察官による取調べ

は日程調整に苦慮し、かつ、取調べを実施できた者の中には、要件ハの該性

について、任意捜査段階の供述を撤回する者もいた。
被告会社は、被告人の初回の逮捕後、ホームページに、「社としましては、

今回問題とされている当社の輸出製品は外為法の規制を受けるべき製品には該

などしており、被告人及び共犯者の供述態度、被告会社管理担当者の言動等を
合わせ考慮すると、被告会社が組織ぐるみで口裏合わせを行い、個々の従業員
の供述をコントロールしている可能性が高い状況にあり、現に、追起訴事案に

よる逮捕後の従業員の取調べによって、当初の検察庁への出頭拒否は会社によ
る組織ぐるみのものであった上、検察庁から呼出を受けた従業員に対し、他の

従業員がレクチャーを行い、身柄拘束中の被告人らの主張内容を伝達するなど
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していたことが判明している。

（3） このような状況において、被告人に保釈を許せば、自己の刑事責任を免れる

防ぐことができない。

したがって、被告人に、刑事訴訟法89条4号に該当する事由があることは

4 被告人については、刑事訴訟法90条による裁量保釈も認めるべきではないこ

する点については、いずれも被告人に裁量保釈を認めるべき理由とならないこと
は明らかである。

解消するのは困難である。

以上のとおり、被告人には刑事訴訟法89条4号に該当する事由があり、かつ、

下すべきである。

ため、共犯者らあるいは従業員らと口裏合わせを行い。被告人に不利な供述を
撤回して有利な供述をするよう慫慂するなどの罪証隠滅工作に及ぶ危険性は極
めて高い。

弁護人は、保釈条件として、関係者との不接触、通話履歴及び電子メールの

送受信履歴の提出等を挙げているものの、それらの条件をもってしても通謀を

明白である。

と等

前回意見においても述べたとおり、弁護人が裁量保釈を認めるべきと縷々主張

そして、前述のとおり、本件事の重大性や証拠関係、罪証隠滅の危険性が高
いことからすれば、保釈条件及び相当高額の保釈保証金によっても、その危険を

5結論

裁量保釈も認めるべきではないから、本件保釈請求は不相当であり、速やかに出

以上
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令和2年9月29日 午後5時頃から10分程度

（TEL:03-

月25日、貧血の症状を訴え、東京拘置所に常駐する医師の診察を受けた上で、同

医師及び准看護師により輸血処置が施されたことが記録されている。
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令和2年特 （わ）第858号令和2年3月31日公訴提起

令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起

被告人相嶋静夫

電話聴取報告書

令和2年9月29日

東京地方裁判所刑事1 4部御中

弁護人河村 尚

弁護人河村尚は、下記被聴取者から、頭書事件につき東京拘置所に留置されてい

る被告人相嶋夫に関し、以下のとおり電話にて聴取したので、これを報告する。

1聴取状況
聴取日時

聴取者
被聴取者

弁護人河村 尚

東京拘置所外部交通区長

2 聴取内容の要旨

東京拘置所の留置記録には、同拘置所に留置されている相嶋静夫は、令和2年9

以上
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